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複数生産物を含む地方公営交通事業の評価：
DEAと COLSによる効率性の測定
中 西 一
はじめに
今日，地方公営企業の存在理由が問われつつある。市町村や都道府県の周
辺に位置づけられる地方公営企業に対する人々の関心は，普段は必ずしも高
いものではない。しかし，当該事業の民営化や整理統合に直面して，人々は
初めて社会の中に当該事業に依存して生活を送る人々がいるのを知る。その
ような事業は地方自治体本体の財政危機で整理されようとしているが，それ
自体も採算性の確保が困難な中で，様々な支援を受けながら今日までどうに
か事業を持続してきたものが多い。
これらの事業が「公営」で行われはじめた理由は，当該事業が未成熟であ
る段階で公的に促進しようとした場合，あるいは当該事業が当該地域に十分
行き渡らない状況において，サービスの不備を公的に穴埋めしようとした場
合など，様々である。これら多種多様な背景から，水道事業，病院事業，都
市交通事業などが展開されてきた。しかしながら以後これらの事業の中には
並行して民業が発達し，むしろ今日，民業が部門の中心である領域に属する
ものも少なくない。市場経済が十分発達した段階では，かつては疑われなかっ
た公的関与の必然性が問われることとなる。
このような背景から近年公営企業の非効率性に対する批判的な議論が多く
なっている。このため，公営企業の効率性を評価する研究も非常に多い。本
論文もこのような経緯の下に地方公営企業としてのバス事業に注目を与え，
これを分析の対象とし，その効率性評価を行おうとするものである。しかし
ながら本論文では，「効率性」概念が，政策の目的をどのようなものとして位
置づけるかによってその内容を異にするという観点から，公共性を意識した
目的を設定した場合と，そうでない場合ではどのような違いが生じるかとい
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う点に焦点を当てている。さらに公共性を意識した目的とそうでない目的の
両方を目的として追求するケースを設定し，いわば，公共性と効率性の両立
を図ることをねらった効率性評価を企てることも本論文の課題である。効率
性評価の分析手法としてはノンパラメトリック手法である DEA:Data Envelop-
ment Analysisと，パラメトリック手法である COLS: Corrected Ordinary
 
Least Squares(修正最小二乗法）を適用している。DEAにおいても，規模に
関する収穫一定と規模に関する収穫可変の両方の生産関数を試している。以
上の分析から，効率性評価は目的（生産物）の定義によって大きく異なるこ
と，同時に生産関数の選択によっても大きく異なってくることを示す。
本論文はまた，近年の財政学文献で注目を集めている「ソフトな予算制約」
論（補助金の存在が非効率性の原因であるとする議論）についても，その現
象の存在の如何に生産関数の形状や目的（生産物）の設定が大きな影響を与
えることを論じている。この問題は効率性の要因分析を通じて議論されるが，
ある問題が効率性の原因であると主張されるとき，その効率性はいったい何
をもって定義されているのかを明確にしなければならないというのが本論文
の主張である。
有効性・効率性評価の前提となる目的の定義や，生産関数の選択が効率性ス
コアを変えることは，効率性分析の際に前提となる一定の価値観の選択が存在
することを意味する。効率性分析が行われる際にはこの問題を隠蔽することな
く，むしろ表に出して議論を進めるのでなければ，公的意思決定において必要
とされる透明性を欠いた政策論となってしまう。効率性要因分析の際にも，こ
のような目的と分析手続（特定生産関数の形状の選択）の明確化がなされなけ
ればならないだろう。ある定義の下で行われる効率性評価にある要因が影響を
与えると主張され，仮にそのこと自体に人々が合意するとしても，そもそもそ
の効率性評価の定義に人々が合意することは難しいかもしれないのである。
本論文では，以上のような視点を例示する一つのケースとして地方公営交
通事業の効率性評価と要因分析を行うものである。本論文は以下のような構
成に従う。まず，本論文の背景となる，地方公営交通事業を取り巻く問題状
況と，従前の効率性評価に含まれる問題点について概観する。次に，本論文
で主要な効率性評価手法としてとりあげる DEAのモデルとしての特徴につ
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いて議論する。とりわけ，非営利性や，複数生産物の取り扱いに注意を払い，
議論を進める。第３に，異なる種類の DEAの間での選択や，目的関数の選択
により，効率性評価が大きく異なってくることを確認する。第４に，距離関
数と，それに基づく修正最小二乗法（COLS）の特徴について論ずるととも
に，COLSも含めた分析結果の特徴を，DEAとの比較，あるいはアウトプッ
トの違いによる比較に着目して分析する。そして最後に，要因分析のモデル
の定式化と用いたデータについて説明し，分析結果について検討する。その
後これらを踏まえた上で，本論文の設定上の限界を意識しつつ，公的意思決
定における価値前提の明確化という本論文の主題と，結論とを関連付けるこ
ととする。
１ 問題の背景
近年地方公営企業を取り巻く環境は厳しい。とりわけ，都市交通事業に対
する環境の厳しさは他の公営企業に増すものがある。モータリゼーションの
普及に伴い，民業も含め，地方におけるバス事業の維持自体が難しくなって
きている。公的補助を受けてどうにか維持されている民間バス路線も多い。
同時に交通事業は民間であっても賃金の低い業種の一つであり，ここからも
事業を採算ベースに乗せていくことの本来的な難しさがうかがえる。
１?１ 目的・価値によって異なる効率性評価
このような背景から，地方公営交通事業の中には廃止・民営化に向かう事
業も出てきている（岐阜市・荒尾市）。民間委託も大幅に増大している。廃止
とならない場合でも，審議会等で民間並みの経営の合理化や経営形態の変更
が求められ，それが実現されなければ民営化だとされる場合もある（横浜市・
佐賀市）。実際，佐賀市でも現在平?10％の給与削減を継続しているところ
である??。
＊１ 第２次佐賀市行政改革推進会議の提言（平成16年３月25日）では，繰り出し基準以
外の補助金はカットし，30％の給与削減を行うこととされ，累積赤字が解消する見通
しが３年以内に立たなければ直ちに民営化を図ることとされていた。
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これに対し，本論文ではとりわけ，公共部門の抱える制約，あるいは公共
性に着目して分析を進めることを意識している。佐賀市交通局の場合でも，
効率性を高めるためには路線設定に関して自由度がなければならず，たとえ
ば赤字路線などは廃止できなければならないが，現実には路線の設定は政治
的に決められてきており，交通局の側で自由に改廃できるものでもない。さ
らに都市がコンパクトな構造を持っていれば，人口は特定地点に集中してい
たであろうし，交通サービスを限定路線に集中投下することで効率性を高め
ることもできたであろうが，現実には拡散型の街づくりが行われてきたので
ある。都市計画部門と交通事業の連携の中で事業が進められてきたわけでは
ない。したがって，これらの点を?慮に入れて効率性の評価を行わないこと
には，一定の不合理性があると?えられる。
以上のような背景から，本論文では，都市交通事業でよく用いられるアウ
トプットである延人キロ（乗客を乗せた走行距離）の他に，走行キロ（乗客
を乗せたか否かを問わない走行距離）を加えることによって，地方交通事業
の「非営利性」ないし「公共性」を?慮に入れようとしている。交通事業が
様々な不採算路線を抱えるとき，きわめて乗客の少ない状態で長い距離，バ
スを走らせるということになる。これは，多くの市民に潜在的にサービスが
利用可能であることを求める「公共財としての利用可能性」（高橋（2006））
の問題である。それが交通事業の自ら選び取ったものではなく，社会の求め
に対応したに過ぎないなら，この制約条件の下でどれだけ効率的に運営でき
ているかを問うのが正当だと?えたためである。
１?２ 生産関数の形状
近年公共部門の非効率性に対する人々の批判は厳しい。それを反映してか，
研究の領域においても公的組織の効率性に関する研究が増えている。本論文
で取り扱う DEA:Data Envelopment Analysisや COLS:Corrected Ordi-
nary Least Squares，あるいは (本論文では取り扱わないが)確率フロン
ティア分析などはその典型といえる??。さらにその効率性指標の要因分析を
＊２ バス事業に関しては，アメリカのViton (1986, 1996），フランスのKerstens
(1996），日本の宮嶋（1984），Tone& Sawada (1990）などがある。
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行う研究も多い??。非効率性の要因分析において，補助金を要因の一つに数
えることにより，補助金への依存が非効率性をもたらしているとする，いわ
ゆる「ソフトな予算制約」をめぐる議論も活発に行われている（山下
（2003））。そのような背景から，日本でも効率性分析が普及してきている（中
山（2003a），衣笠（2005））が，地方公営交通事業の効率性分析も近年盛んに
行われるようになってきている（宮良・福童（2002），湯川（2005），城金
（2007））。
効率性分析の手法が複数あるとき，それらの間の選択とその理由が重要と
なる。しばしば，効率性評価によるスコアリングは手法を変えると異なる結
果を導く。多くの場合，DEAなどのノンパラメトリック手法と，COLSや確
率フロンティアなどのパラメトリック手法の違い，あるいは DEAや COLS
などの決定論的な手法と確率フロンティアを典型とする確率論的手法に区分
がなされてきた。しかしながらこれらの手法の間の選択は，同時に生産関数
の形状に対する選択でもある。COLSや確率フロンティアなどでは多くの場
合コブダグラス関数が用いられ，ときどきトランスログ関数も用いられる。
これらの，非線形の特定の生産関数の選択が特定の事業体に対し（DEAと比
べ）有利不利を与えることを無視することはできない。既存の事業体のどれ
かをベストプラクティスとして，線形の生産関数を構築する DEAと比較す
れば，一方が有利に，他方が不利に働く評価となる事業体が少なからず存在
する。
DEAにおいても，後に見るように規模に関する収穫一定の生産関数と，規
模に関する収穫可変の生産関数とでは異なる効率性評価となる。仮に規模に
関する効率性の責任がバス事業体自身にあるとすれば，規模に関する収穫一
定の生産関数が妥当であろう。もしそうではなく，規模の問題は外部の環境
や制度的条件によって規定され，事業体としてはいかんともしがたいもので
ある場合は，規模に関する収穫可変の生産関数が用いられるべきであろう。
１?３ 財政学における「ソフトな予算制約」論の再評価
ちなみに，財政学でも近年効率性評価の問題が論争の対象となっている。
＊３ Nolan (1996），Nolan et al.(2001），およびKerstens(1996）がある。
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金融機関などで応用されてきた「ソフトな予算制約」の概念が，政府，地方
自治体に適用されることが多くなってきている。「ソフトな予算制約」はいわ
ゆる「赤字補塡」的な補助金（等）が事業体の事前，事後の予算制約を異な
るものとし，このことが事業体の側にモラルハザードを引き起こして経営努
力を怠らせる役割を果たす意味で使われている。山下（2003）による地方バ
ス事業の分析もそのような意味合いで行われたものであるが，これらは一連
の財政学者たちによる分析の一つである（赤井他（2003），赤井（2006））。そ
こでもっとも注目を集めたのは地方交付税自体が地方自治体に対して同様の
効果を持っているとの主張であった。
これに対して林（2002）では，このような因果関係の分析に疑問を付し，
「ソフトな予算制約」効果を否定している。赤井らは，ソフトな予算制約のメ
カニズムが，地方交付税の場合，ある自治体の歳出増加が補正係数や単位費
用の増加につながることを通じて機能すると主張した。これに対して林は補
正係数や単位費用の増加は他団体にも生じるものであり（ある種の外部性），
全国の自治体が協調的に行動するのでない限りそのようなメカニズムが大き
なものになるとは?えにくいとした（林（2006）も参照）。林はこの他，赤井
らによる実証分析の設定に対しても疑問を付している??。
したがって補助金（や交付税）が非効率性の原因となっているかどうかに
ついては未だ論争の対象であり決着がついたわけではない。しかしながら本
論文では，そもそもここで補助金が非効率性の原因となっていると言う時，
この効率性はいったい何を目指しての効率性なのかをはっきりさせるべきだ
とする立場をとっている。効率性とはその目的に応じて内容を変える多義的
な概念である。公営企業や地方自治体は非営利組織であるから，それらが目
的とすべきものは必ずしも利益や収益，コストと結びつくわけではない。し
たがって非営利的側面を?慮に入れた上で効率性概念を設定し，それでもや
はり補助金は非効率性の原因となっているのか，それともあくまで営利的な
＊４ 確率フロンティアの非効率誤差項（?）に交付税率が正の影響を与えるというのが赤
井らの主張だが，実際には推計される費用関数（対数）に与える交付税率の影響が非
効率性誤差項（?）として拾われている可能性を排除できないとする。その上で林
（2002）はこのような影響を回避する特定化を行うと，交付税は非効率誤差項（?）に
有意な影響を与えないことを示した。
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目的の下で非効率性の原因となっているのかについてははっきりさせなけれ
ばならないと?える。本論文では，地方交通事業に関して，この課題につい
て一定の示唆を与えようとするものでもある。
１?４ 本論文における分析手法の選択
本論文は，効率性分析の近年の動向に基本的には追随するものであって，
地方公営交通事業の効率性分析を DEA等の手法を用いて行うことが論文の
中心となっている。ただし公的意思決定における価値前提の析出という本論
文における視角の下で，アウトプットとして，延人キロ（収益性を示す生産
量と?えられる），及び走行キロ（公共性を示す生産量と?えられる）をそれ
ぞれ試す他に，延人キロと走行キロを両方アウトプットにとる複数生産物の
分析も行っている。いわば，効率性と公共性の「両立」を目的とした場合の
効率性評価も見ようとしている。DEAの特徴は，このように容易に複数生産
物・複数投入物の枠組みを効率性評価に取り入れることができることである。
交通事業の非効率性を問題視する場合，何を基準にしてそれを言っているの
かをはっきりさせることが重要である。目的関数の変更に伴って効率性の順
位が大きく変わることを確認することで，この問題の重要性を際立たせるこ
とができよう。
本論文はまた，DEAと並行して，距離関数に基づく修正最小二乗法
（COLS:Corrected Ordinary Least Squares）も試している。線型計画法に
依拠する，ノンパラメトリックな手法である DEAと，パラメトリックな，計
量分析的手法を並行してテストし比較するのが，近年の分析の一つの流れと
なっているからである（原田（2004）など）。一般に線型計画法の応用である
DEAと異なり，計量分析的手法では複数生産物をモデル化することは難し
い。これに対し，最近距離関数を利用してこの問題をクリアする分析が増え
てきている（中山（2003b）。修正最小二乗法を用いて，DEAと同様に，延人
キロ，走行キロ，及び延人キロと走行キロの複数生産物となる３種類のアウ
トプットを試した。
効率性分析は，並行して効率性の要因を分析する場合が多い。とりわけ，
補助金依存度の非効率性への影響を強調する議論が多いのが特徴である。効
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率性評価では，複数の事業体の効率性スコアが１となる場合が多いため，こ
れまでも要因分析にはトービットモデルが使われることが多かった。本論文
でもこの流れに従い，DEAと COLSから導いた効率性指標に，トービットモ
デルを適用し，要因分析を行った。
次節以降，DEAと COLSのモデルとしての特徴，分析結果とトービットモ
デルによる要因分析について論じる。
２ 非営利事業分析としての DEAの優れた特徴
政策評価の世界では有効性や効率性の観点から行政の活動を評価してきた。
有効性とは，成果と目標の比較において，成果が目標水準に達したかどうか
を問うものである。効率性とは，資源や手段と成果との比較において，成果
／資源（手段）がより大きいことを求めるものである。すなわちより少ない
資源でより多くの成果を達成することを求めている。仮に複数の企業や自治
体の間でベンチマーキングを行った場合，資源や手段と成果の単位がそろっ
ているならば効率性（成果／手段）の比較は容易にできる。このような効率
性の概念は，一般に言われる「生産性」の概念に近いといえる。ただし成果
や手段が複数あれば，統一的な評価は難しくなる。
業績測定や業績監査の範囲を超え，より複雑なプロジェクトを評価する場
合には費用便益分析が用いられる。この場合，社会的便益が社会的費用を上
回れば効率的とする点で，上記の効率性概念に近いといえるが，社会的便益
や社会的費用を構成する多くの物理的効果を金銭換算しなければならない。
この換算は一定の仮定に基づいて行われるが，仮定の妥当性をめぐって研究
者や一般市民の間で論争が行われることもしばしばである。
２?１ DEAにおける効率性概念の特徴
線型計画法の応用であるところの DEAも，産出物を投入物で割る生産性
的な効率性概念を用いているが，その特徴は複数の投入物，複数の産出物を
同時に分析できる点にある。すなわち，その DEAの概念的基礎となる分数計
画モデルにおいては，まず各活動ごとに，入力データと出力データに（未知
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の）ウェイトをかけて加えることにより仮想的入力と仮想的出力を作る（刀
根（1993））。
仮想的入力＝???＋......＋????
仮想的出力＝???＋......＋????
その上で，両者の比率
仮想的出力
仮想的入力
を最大化するように，最適ウェイト（v,u）を決定する。このウェイトは対
象とする活動ごとに異なる値をとり，その活動にとって最も有利になるよう
な解として決められるのである。
ここで注意すべきことは，投入物，産出物に付される価格は当該組織
（DMU:Decision Making Unit 意思決定単位）の効率性最大化の観点から，
最も有利なように定められるということである。すなわち，外部から画一的
な市場価格を適用するのではない。そのように?えると，DEAでは，それぞ
れの組織固有の価値体系を尊重する，ある種の「政治的価格体系」の存在を
容認しているということになる。 DMUが地方自治体であれば，全国の価格
体系とは異なる価格体系を投入物，産出物に適用し，それでいて効率性の最
大化を図ることができる。そのような相対的な価格決定を前提としながら，
他の地方自治体との比較を通じた「ベンチマーキング」を行うことができる。
当該組織に最も有利な価格体系の下でも，他の組織と比べ非効率であるなら
ば，それはやはり非効率なのだという結論に至る。
２?２ 技術的効率性と配分上の効率性
なお，このような観点から測定される効率性は，技術的効率性にとどまり，
配分上の効率性にはかかわらないことに注意が必要である Coelli et al.
(1995）。この分類は，DEA発展のきっかけを作った Farrell(1957）が Debreu
(1951）とKoopmans (1951）の業績に基づき確立したものである。Farrell
(1957）は，所与の投入物から最大の産出物を獲得する能力を「技術的効率性」
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（technical efficiency），所与の価格体系の下で投入物を適切な割合で利用す
る能力を「配分的効率性」（allocative efficiency）とし，両者を合わせて「経
済的効率性」（economic efficiency）全体を示すものとした。
Farrell(1957）は自らのアイディアを２投入物（??と??）１産出物（?）
を持つ企業の例を用いて説明した（規模に関する収穫一定を仮定）。
いま効率的な企業の直面する等量曲線は，SS’で示されている。もしある
企業が単位産出物を生み出すために，Ｐ点で示される投入物の組み合わせを
利用するとすれば，この企業の技術的非効率性は，距離QPであらわすこと
ができる。ちょうどこのQPの分だけ，企業は産出物を減らすことなく投入
物を比例的に減らすことができる。比率QP/OPをとれば，その分だけすべ
ての投入物を減らすことのできる割合を示すことになる。ある企業の技術的
効率性（TE）は以下の比率で表すことができ，
??＝??/??
これはちょうど（１－??/??）に等しい。この比率は０と１の間をとり，
技術的非効率性の適切な指標となっている。これが１だとすれば，企業は効
率的だということになる。例えば，等量曲線上に位置するＱに位置する企業
が効率的である。
図１ 技術的効率性と配分上の効率性
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これに対し，外部から一定の価格体系を適用すると，配分的効率性の定義
が可能となる。もし投入物価格が知られており，図１中のAA’線で示される
とすると，Ｐ点で操業している企業の「配分的効率性」（AE）は以下の比率
で定義できる。
??＝??/??
操業が配分的に効率的なQ’で行いうるとすれば，コストは距離 RQの分だ
け削減できたであろうから，このような定義が成り立つ。Ｑ点は技術的に効
率的ではあっても，配分的に効率的ではない。以上を踏まえて，全体の経済
的効率性（EE）は以下の比率で定義される。
??＝??/??
ここで距離 RPが全体として可能なコスト削減分であり，技術的非効率
QPと配分的非効率 RQの両方をあわせたものである。技術的効率性と配分
的効率性の積が，経済的効率性と一致する。
??×??＝(??/??)×(??/??)＝(??/??)＝??
２?３ DEAにおける技術的効率性
以上の議論は，しかしながら効率的な企業の生産関数が知られているとい
うことが前提となっている。実際にはこのような情報はないため，効率的企
業の等量曲線は標本データから推測されねばならない。Farrell(1957）はこ
のために２つの方法を提案している。⒜ノンパラメトリックな，線型の凸型
等量曲線を構築し，どの観測点も等量曲線の外側に位置しないようにするこ
と。これが後に，Charnes et al.(1978）によって DEAにまで発展させられ
た議論となる。⒝コブダグラス関数のようなパラメトリックな関数の推計。
ただし等量曲線の外に観測点が出ないようにする。後者は，後に見る COLS
に近い手法となる。⒜のアプローチを取る DEAを図で示すと，図２のように
直線によって構成された生産関数（等量曲線）を持ち，すべての観測点を外
側から包み込むような形となる。
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DEAにおいても，価格情報がありさえすれば，配分効率性を問題にするこ
とは可能であり，図２では，OQ/OPが技術的効率性，OR/OQが配分上の効
率性，（OQ/OP）×(OR/OQ）＝(OR/OP)が経済的効率性，あるいはコスト効
率性ということになる。DEAP（T.J.Coelli）のようなソフトウェアもこれ
ら３つの効率性を表示する。ただ DEAでは，配分効率性を棚上げし，技術的
効率性のみを問題にすることが「できる」ということである。市場とは異な
る非営利の視点が正当化される場合，このような効率性の限定も意味がある
ということになる。
ちなみに DEAはもともと価格や利益にかかわらない事業・政策に対して
も効率性を評価しうる枠組みとして開発されたものである。 DEAのきっか
けとなった，Edwardo Rhodesの博士論文（Charnes et al.(1978)）は，黒
人やヒスパニック系などの「不遇児童」のための教育政策の評価に関するも
のであり，「不遇児童における自尊心の高まり」のようなアウトプットと，「母
と一緒に本を読んで過ごした時間」のようなインプットを用いて効率性を評
価しており，価格のような情報は使っていない。今日 DEAの適用範囲は飛躍
的に広がり，教育，健康産業，銀行，軍隊，会計監査，スポーツ，市場調査，
採鉱，農業，用地・空間研究，小売販路，組織の効果，運輸，公共住宅供給，
索引番号構成，ベンチマーキングなど多岐にわたっている（Charnes et al.
図２ DEAの凸型等量曲線
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(1995)）。その中でも非営利的要因を含む評価にも幅広く適用可能な点が重要
である。利益による評価が目的であれば財務データを利用すればよいわけで，
むしろ非営利的要因を織り込んだ「生産性」（技術的効率性）の評価にこそ，
DEAの独自の意義があるといえる。
３ DEAによる効率性評価：モデル選択による結果の相違
DEAの初期に登場した分数計画法（前節で例示した）は，DEAの本質を
理解する上では重要だが，実際には計算の便宜から，線型計画法の形で問題
が解かれている（Coelli(1996b)）。
３?１ 線型計画法としてのDEA
ここでＫ個の投入物とＭ個の産出物が存在し，Ｎ個の企業，ないし DMU
（Decision Making Units：意思決定単位）が存在すると仮定する。Ｋ×Ｎの
投入物行列がＸ，Ｍ×Ｎの産出物行列がＹである。ここで第ｉ番目の DMU
が直面するのは，x?ベクトルと y?ベクトルとなる。分数計画法の場合，投
入産出比率が u’y?/v’x?の形で表される。ここで uが産出物のウェイトを示
すＭ×１ベクトル，vが投入物のウェイトを示すＮ×１ベクトルとなる。分
数計画法は以下の比率を最大化させるための最適なウェイトを選ぶものとな
る。ここでは比率が1以内に抑えられるようモデル化されている。この比率が
１となる DMUが効率的，そうでない DMUが非効率である。
?????(u’y?/v’x?),
??.
u’y?/v’x? 1, ??1,2,...,?,
u,v? 0.
⑴
上記の分数計画法と同値となる数理計画法は，以下のように定式化できる
（線型計画問題の「加法的」形式と呼ばれる）。
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?????(μ′??),
??.
ν′?? 1
μ′??－ν′?? 0, ??1,2,...,?,
μ,ν? 0.
⑵
実際には双対性の関係から上の式と同値である以下の式が解かれることが
多い。
????θ,
??.
－??＋?λ?0,
θ??－?λ?0,
λ?0,
⑶
ここでθはスカラーであり，λは?×１の制約ベクトルである。この式は
「加法的」形式よりより少ない制約式を含むため（?＋?＜?＋１），通常は
こちらが使われる。θが効率性の指標となり，１以下の値をとる。この数理計
画問題はそれぞれの DMUに対して解かれなければならない（Ｎ個の数理計
画問題）。
上記のモデルは規模に関する収穫一定（CRS:Constant Returns to Scale）
のモデルとなる。規模に関する収穫可変（VRS:Variable Returns to Scale）
のモデルは，上式に凸性制約，?1′λ＝1(すなわち，∑??λ?＝1)を加えること
によって形作られる。
????θ,
??.
－??＋?λ?0,
θ??－?λ?0,
?1′λ＝1
λ?0,
⑷
― ―26
佐賀大学経済論集 第41巻第２号
CRSとVRSの違いを図で示すと，以下のようになる。縦軸に産出物，横
軸に投入物をとると，VRSと CRSは１点で交わる（点Ｒ）。VRSの場合，Ｒ
点を越えたところでは，規模に関する収穫逓減が成立している。逆にＲ点よ
り下の部分では，投入・産出が原点より出発すると?えると，どこかで規模
に関する収穫逓増の部分が存在するということになる。CRSとVRSの違い
は，非効率性の評価に具体的に現れてくる。CRSの場合，規模に関する収穫
逓増の部分に位置するＰ点の非効率性は，Ｐと Pcの間の距離で測られるが，
VRSの場合は，Ｐと Pvとの間の距離で測られる。明らかに CRSの方が厳し
い評価となっており，この点は後に示す効率性評価のスコアにも現れてくる。
Pcと Pvの間の距離は，「規模に関する効率性」の影響が現れている部分であ
る。
なお，上に述べたのは，「投入志向」のモデル化である。「投入志向」の評
価は，産出物を所与とした上で，投入物を変化させうるとして効率性を評価
するものである。逆に投入物を所与とした上で，産出物を変化させうるとし
て効率性を評価することもできる（産出志向）。図３では，規模に関する収穫
逓減部分に属するＱ点の非効率性を，CRSではＱとQcとの間の距離ではか
り，VRSではＱとQvとの間の距離で図っている。投入志向と異なり，産出
志向の非効率性測定は縦軸に沿って行われているのが見てとれる。どちらの
図３ CRSとVRS：投入志向と産出志向
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モデルが妥当であるかは現実との対応に依存する。一般には，投入物より産
出物の管理に自由度があれば産出志向，産出物より投入物の管理に自由度が
あれば投入志向を用いるべきであろう。地方公営企業の場合，産出物は政策
的に定まる場合も多いので，投入志向が妥当と思われる。本論文でも投入志
向のモデル化を採用して以後は分析を進めることとする。
３?２ データ・アウトプット・インプット
以下では，本論文の効率性分析で用いたデータと，効率性評価の結果につ
いて概観する。データの出所は，『地方公営企業年鑑第48集』であり，2000年
度のデータである。以後距離関数を利用したモデルを含め，一貫してクロス
セクション分析となる。山下（2003）のようにパネルデータ分析を行うこと
も?えられるが，その場合（後の要因分析で用いる）コントロール変数のデー
タの種類が十分なものとならないため断念した。バス事業は近年民営化や廃
止が行われており，市町村合併の影響も受け，バス事業の規模と自治体の規
模が一致しなくなっている（小規模自治体が行っていた事業が市町村合併に
より大きな都市の事業の一部となる場合など）。本論文ではそのような近年
のデータの変化を避けるためと，国勢調査の年を選んで2000年のデータを基
準とした。
市町村に関わる全47事業者のうち，用いたのは45事業者のデータである（都
道府県の事業者である東京都と長崎県は，市町村の事業者とは性格が異なる
広域的な事業者と?え，除外した）。災害の影響を受けデータに不備のある三
宅村の他，貸切バス事業を中心とする黒川村を除外した??。
技術的効率性を問題とする本論文では，バス事業の産出物として，収益等
とは異なる物理的指標である，「走行キロ」（年間千キロ）と「延人キロ」（年
間千人キロ）を用いた。その理由は地方公営交通事業が一方で公共性をにな
い，他方で生産性の向上も求められているからである。第１の公共性の観点
からは，系統の設定をする際に，より多くの市民の乗車機会を確保すべく，
できる限りバス交通の空白地域が存在しないように設定することが求められ
＊５ ソフトウェアは DEA Solver:learning versionを用いている（Cooper et al.
(2006)）。
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る。たとえきわめて乗客が少ないとしても，当該地域にバス路線が走ること
が社会的に求められる場合がある。そのような場合にバス路線を維持し続け
るべきかどうかは論争の対象となりうるが，本論文では，仮に公共性を重視
した場合にどのような結論が導かれるかを見るため，この指標を用いた。城
金（2007）でも年間走行キロを用いているが，本論文でも妥当な指標と?え
ている。
もう一つの産出物は延人キロである。経営のためには費用を抑制して収入
を増やす必要があるが，そのためには乗客の増加が必要である。より多くの
乗客を乗せてバス運行をしていることを示す指標である延人キロをもう一つ
の産出物として採用した次第である。本論文では，それぞれの産出物を試す
（それぞれ１産出物モデルとして）他，両方を産出物とするモデルを３番目の
モデルとして採用し，公共性と経営効率性の調和を図ることを目的関数とし
た上で，この目的に関しての効率性を評価することとしている??。
投入物には，労働，資本，その他の投入物を代表する指標を，水道事業に
関する効率性分析（原田（2004））を参?にして設定した。労働については職
員数を採用し，資本に関しては有形固定資産を採用している。その他投入物
については，総費用から職員給与費，支払利息，減価償却費を差し引いて計
算している??。
３?３ 分析結果
以下では，DEA分析の結果を示す。まず，表１には，前述した設定をもと
に行った DEA効率値の計測結果の記述統計を示している。
＊６ Kerstens (1996）の言うように，諸外国ではインプットと直接的な関係を持ち得な
い，需要サイドの指標（延人キロや乗客数）は避けられ，供給サイドの指標を用いる
傾向がある。日本では需要サイドの指標がしばしば用いられる（湯川（2005），城金
（2007））。本論文のアウトプットの組み合わせは，需要サイド（延人キロ）と供給サイ
ド（走行キロ）の組み合わせであるとも言える。
＊７ バス事業の効率性評価では，車両数や燃料（費）などの物理的指標がインプットと
してよく用いられる。本論文ではより広義の単純な指標をとった。
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モデルは，乗客を乗せて走るキロ数を示す延人キロ（??）を用いたものがモ
デル１，乗客を乗せることを問わない走行キロ（??）を用いたものがモデル
２，両方を用いたものがモデル12である。それぞれ CRSとVRSの両方が試
されている。すでに述べたように，本論文では投入志向のモデルを使ってお
り，産出志向のモデルは使っていない。DEAスコアの平?値は，非営利的側
面を持つ指標である走行キロを用いたモデル２の方がモデル１より高く，さ
らに指標を複数化すると平?値はさらに高まる。すなわち，非営利的指標の
方が，多くの事業体の効率化努力を認める結果となる傾向があり，指標を増
やすとさらにバランスの取れた評価となり，どの事業体もそれなりに効率的
であると認める結果となる。
同時にVRSの方が CRSよりも概して効率性スコアが高い。これはすでに
図でも示したとおり，CRSの方がVRSよりも厳しい評価となる傾向がある
からである。CRSで非効率とされる事業体の中には，規模の経済性の観点か
ら非効率だと認められる事業体が多く含まれているということになる。これ
らの事業体は合併や分割によって効率化することが可能である。既存民間事
業者が近くで事業を行っている場合，売却も可能であろう。しかし，実際に
はそのことが実現されるためには政治的意思決定が必要であるだけでなく，
地理的条件から民間事業者への統合は必ずしも可能ではない。山間部や離島
の例を?慮に入れればこの点は明らかであり，これらから，規模の非効率を
事業体自身の責任に帰する CRSには，効率性評価の上で一定の問題を残し
ていると言える。
スコアのばらつきの程度を見ても，モデル１からモデル２，モデル12に進
むにつれてばらつき（標準偏差）の大きさは小さくなっている。また，CRS
.1076.1611.1351.1710.2278.2564標準偏差
.5952.5101.5341.3161.0678.0612最小値
249166164（件数?
111111最大値
.9289.7874.8759.6951.8230.6617平?値
????????????????????????統計量
表１ DEA効率性スコアの記述統計
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とVRSのばらつきの違いを見ても，VRSの方が CRSよりも小さな変動を
示している。
DEAの場合，最大効率事業体の効率性スコアは必ず１となるが，モデルに
よってその数はかなりばらついている。CRSよりVRSの方が，最大効率事
業体の数が圧倒的に多くなる（そして最大効率事業体の中には大都市が含ま
れるようになる）。モデル１からモデル２，モデル12に移行するにしたがっ
て，最大事業体の数は増加する。
次に規模によるスコアの変動を見る（表３）。CRS1モデルでは町村よりも
都市のスコアが高くなるが， CRS2モデルと CRS12モデルでは大都市から
都市，都市から町村と，自治体の規模が小さくなるにつれてスコアが高くな
る。ここから?えられることは，バス事業体の生産関数は，多くの部分で規
模に関する収穫逓減が成立しているということである。通常企業の効率性を
高めるためには規模を拡大するために合併などが行われるが，バス産業の場
合はこれが必ずしも効率的とは限らないということになる。VRSの場合に
は，大都市のスコアが最も高くなる。この点は，ほぼ常識と一致するが，VRS
は規模に関する効率性の影響を控除したスコアであるから，大都市には規模
の経済と直接関係はない側面でも効率的な側面があると?えられる。他方で
VRSの場合，都市のスコアと町村のスコアを比較すると，町村のスコアの方
が常に大きい。背景には離島，山間部といった独占的要因があるか，コミュ
ニティベースのこまわりの効く運営が効率的である可能性がある（それ以上
表２ 効率性１位事業体の名前
モデル名 事 業 体 名
佐世保市 八丈町 中島町 沖永良部バス企業団????
????
????
????
????
????
仙台市 横浜市 名古屋市 京都市 北九州市 高槻市 徳島市 小松島市 佐世保市 鹿児島市
八丈町 芦安村 長谷村 中島町 伊王島町 沖永良部バス企業団
宇部市 鳴門市 中島町 桜島町 沖永良部バス企業団 上甑島バス企業団
名古屋市 京都市 八戸市 三原市 宇部市 鳴門市 佐賀市 佐世保市 熊本市 鹿児島市
長谷村 中島町 伊王島町 桜島町 沖永良部バス企業団 上甑島バス企業団
宇部市 鳴門市 佐世保市 鹿児島市 八丈町 中島町 桜島町 沖永良部バス企業団 上甑島バス企業団
仙台市 横浜市 名古屋市 京都市 北九州市
八戸市 高槻市 三原市 宇部市 徳島市 鳴門市 小松島市 佐賀市 佐世保市 熊本市 鹿児島市
八丈町 芦安村 長谷村 中島町 伊王島町 桜島町 沖永良部バス企業団 上甑島バス企業団
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規模を大きくすると，かなりの設備を備えねばならないといった可能性）。以
上から，バス事業には大都市と，小規模自治体という，異なる事業環境にお
ける効率的運営が可能である一方で，中間の都市レベルではそれらの特殊な
効率化要因が存在しない中途半端な規模となっている可能性がある。
以上からは，必ずしも町村，都市，大都市の間で，どのモデルがどれによ
り有利なスコアを与えるといったことは確実には言い得ない。きわめて小規
模な事業体が効率的な事業体として選ばれることも少なくない。VRSでは，
大都市からも多く効率的事業体として選ばれる傾向がある。概して，CRSよ
りはVRSの方が規模に対して満遍なく効率的事業体を選んでいるといえ，
同様にモデル１よりモデル２，モデル12の方が，規模によるスコアの変動が
少ない傾向があるし，またスコアの平?値も高いものとなっている。
４ 距離関数と COLS
 
DEAは複数の投入・産出物を含む比率の効率性測定を可能にするが，通常
の計量経済学的手法（すなわち，ノンパラメトリックな手法に対するパラメ
トリックな手法）では，従属変数が一つであり，複数の産出物を表現できな
い。しかしながら，近年計量手法でも複数生産物を取り扱いうるようにする
方法として，距離関数が次第に用いられるようになってきている??。
４?１ 距離関数
距離関数には産出志向の距離関数と，投入志向の距離関数がありうる
＊８ 距離関数自体は，Shepard(1953)や Shepard(1970)に遡る議論だが，幅広く利用さ
れるようになってきたのは最近のことである（Coelli& Perelman(1990)など）。
町村等
都市
.5987
.7072
.8324
.7773
.7417
.7149
.8968
.8587
.8385
.8209
.9402
.9175
.9468.6320.8982.5828.9387.6125大都市
????????????????????????平?値
表３ 大都市都市町村（及びその事業組合）の DEAスコア平?値
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（Coelli et al.(2005)）。産出志向の距離関数は，所与の投入物ベクトルの下
で，産出物ベクトルを比例的に，最大限増大させた場合の状況を?察するも
のである。これに対し投入志向の距離関数は，所与の産出物ベクトルの下で，
投入物ベクトルを比例的に，最小限まで縮小させた場合の状況を?察するも
のである。産出物志向の距離関数を，産出物集合，Ｐ（x）の下で定義づける
とすると，以下のような形となる。
??(x,q)＝???δ:(q/δ)∈?(x)? ⑸
産出志向の距離関数は，以下の性質を持つ。⒜すべての非負の xに対し，
??(w,0)である。⒝??(x,q)は qに対する非減少関数であり，xに対する非
増加関数である。⒞??(x,q)は qに対し，一次同次である。⒟??(x,q)は，x
に対し準凸であり，qに対し凸である。⒠もし，qが xの生産可能性集合に
属する（すなわち，q∈?(x)）なら，??(x,q)?1である。⒡もし qが生産可
能性集合の「フロンティア」に属するとすれば，距離は１に等しい（すなわ
ち，??(x,q)＝1)。以上の性質を持つ産出志向の距離関数は，２つの産出物，
q1，q2を持つ場合，図４左側のように示すことができる。
ここで生産可能性集合，?(x)は，生産可能性フロンティア，q?軸，q?軸に
よって縁取られている。所与の投入物水準 xを用いて，Ａ点で示される産出
図４ 産出志向と投入志向の距離関数
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物の組み合わせを生産する企業の距離関数の価値は，比率δ＝??/??に等
しい。
次に，投入志向の距離関数であるが，これを，投入物集合，?(q)の下で定
義づけるとすると，以下のような形となる。
??(x,q)＝????ρ:(x/ρ)∈?(q)? ⑹
投入志向の距離関数は，以下の性質を持つ。⒜??(x,q)は xに対する非減
少関数であり，qに対する非増加関数である。⒝??(x,q)は xに対し，一次
同次である。⒞??(x,q)は，xに対し凸であり，qに対し準凸である。⒟も
し，xが qの投入物集合に属する (すなわち，x∈?(q))なら，??(x,q)?1
である。⒠もし xが投入物集合の「フロンティア」（qの等量曲線）に属する
とすれば，距離は１に等しい（すなわち，??(x,q)＝1）。以上の性質を持つ投
入志向の距離関数は，２つの投入物，x1，x2を持つ場合，図４右側のように
示すことができる。
ここで投入物集合，?(q)は等量曲線によって縁取られている。所与の産出
物水準 qを用いて，Ａ点で示される投入物の組み合わせによって生産を行う
企業の距離関数の価値は，比率ρ＝??/??に等しい。
以上から，産出物，投入物が互いに対し，それぞれ実現可能な集合の中に
あるならば（すなわち，q∈?(x)であり，x∈?(q)であるならば），??(x,q)
?1であり，??(x,q)?1である。さらに生産技術が規模に関する収穫一定の
場合，すべての xと qに対し，??(x,q)＝1/??(x,f)が成り立つ。この点は，
投入志向距離関数が１を上回る効率性指標を計算する場合，気をつけなけれ
ばならない点である（効率性指標は投入も産出も１以下でなければならな
い）。
４?２ 推計に用いられる距離関数の定式化
距離関数の実際の計算においては，その一次同次性をフルに活用する。産
出志向の距離関数は??(x,q/λ)＝??(x,q)/λであるから，??(x,q/??)＝??(x,
q)/??となる。投入志向の距離関数は??(x/λ,q)＝??(x,q)/λであるから，??
(x/??,q)＝??(x,q)/??となる。本論文では，地方公営企業が産出物に対して
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自由度がなく，投入物に対してのみ管理上の自由度を持つと仮定しているた
め，産出志向の距離関数を使わず投入志向の距離関数のみを用いる。いま，
Ｉ個の企業に対するクロスセクションデータが存在し，Ｍ個の産出物とＮ個
の投入物の下での投入志向距離関数を定義する。
??＝?(??,??,...???,??,??,...???) ⑺
ここで???は企業 iの第 n投入物であり，???は第m産出物である。生産関
数にコブダグラス関数を想定した場合，上記の距離関数を以下のように特定
化することができる。
???＝β?＋∑
?
???
β?????＋∑
?
???
φ????? ⑻
距離関数の一次同次性から，上式を以下のように変換することが可能であ
る。
－????＝β?＋∑
???
???
β??(???/???)＋∑
?
???
φ?????－?? ⑼
ここで??＝???は，計量分析の上では確率的誤差を表すが，同時に技術的
非効率性をあらわす投入志向距離関数となっている。この式の下で，各企業
の技術的効率性???を定義すると，以下のようになる。
???＝ 1??＝???(－??) ???
４?３ COLSとその他の手法
距離関数を定式化した後は，これを実際にどのように推計するかという問
題が生じる。推計手法にはいくつかあるが，上の式⑼はそのうちの「修正最
小二乗法」（COLS）にそのまま適用可能なものである。この他，距離関数の
推計手法には，パラメトリック線型計画法（PLP:Parametric Linear Pro-
grammming）や確率フロンティアモデル（SFA:Stochastic Frontier Anal-
ysis）がある。
複数生産物を含む地方公営交通事業の評価
― ―35
パラメトリック線型計画法は，Aigner&Chu(1968）により最初に定式化
されたものである。コブダグラスの投入志向距離関数の場合，⑻式に対し，
∑???β?＝1などのパラメーターの制約を置く。その上で∑?????の最大化
を，????0,?＝1,2,...?の制約の下で行うものである。分析の本質は COLS
に似ているが，COLSの方が計算手続きは簡単である（既存の統計パッケー
ジを用いればよい）。
他方で COLSは簡素な，使いやすい手法であるが，その含意の点からは癖
のある，特徴的な手法でもあって，利用には注意が必要である。図５で示す
とおり，COLSではもともとOLSで推計した曲線を，１点だけが曲線をとお
り，後の点はすべて曲線の内側を通るように曲線をシフトさせる。必然的に
効率的な企業（DMU）は１つとなる（複数の企業が効率性＝１となることも
ありうるが，それはあくまで例外的な偶然である）。このことだけでも DEA
（とりわけVRS）と比べて，効率性スコアが厳しくなる手法であるというこ
とがわかる。
ここで DEAを重ね合わせると，ABCDE線で表すことができる。COLSと
は，Ｄ点で接している。ここでＲ点の効率性の評価を?えてみる。OR線が
COLSと交差する点をＰ点，DEAと交差する点をＱ点とする。DEAの場合
の効率性評価は，OR／OQとなる。これに対し COLSの場合の効率性評価
図５ COLSと DEAの効率性評価比較
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は，OR／OPとなる。明らかに，COLSの方が，DEAより厳しい効率性評価
をしているということになる。
COLSは，分析方法としては最小二乗法を修正したものであるが，その本
質は確率的なモデルではなく，DEAやパラメトリック線型計画法と同じく，
「決定論的なモデル」であるといわれる。ただ直線ではなく，曲線を当てはめ
たという点が主な違いであると理解した方がよいのである。
COLSでは，まず対数線型モデルを最小二乗法で推計し，その後，誤差項
のうち最も大きい値（投入志向モデルの場合）を定数項に加え，定数項を修
正する。これに応じて修正された誤差項が，効率性評価のベースとなる（当
然，最も効率的な企業の誤差項はゼロとなる）。効率性評価は，この修正され
た誤差項を，指数変換することによって導かれる。
確率フロンティアモデルは，Aigner et al.(1977）により確立したものだ
が，⑼式であらわされる距離関数の場合に適用すると，効率性の差（??）と
は区別された確率誤差項（??）を別に付け加えることにより COLSを修正す
る形となる。SFAの場合，正規分布を仮定する通常の確率誤差項（??）とは
異なり，技術的非効率性に基づく確率誤差項（??）に対しては，正規分布を
平?で二つに割った，いわゆる「半分正規」（half-normal）と呼ばれる，特
殊な分布を仮定して分析されることが最も多い。この他指数分布が使われた
り，特定値で正規分布を切断したもの（truncated-normal），ガンマ分布な
ど，選択肢はいろいろありうる。その上で（投入志向の距離関数をコブダグ
ラス生産関数を仮定して推計する場合）以下のような式が，COLSのような
最小二乗法でなく，最尤法で推計されることになる。
－????＝β?＋∑
???
???
β??(???/???)＋∑
?
???
φ?????＋??－?? ?
パラメトリック線型計画法にせよ，COLSにせよ，DEAとも共通する問
題だが，外れ値（outliers）に大きな影響を受けるという弊害がある。その意
味で，確率フロンティアモデルには一定の優位性があるが，未だ微妙な点も
残っている。先行研究を参?にする限り，少なくとも距離関数に関しては確
率フロンティアモデルの優位性は決定的なものではなく，またその運用も未
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だ安定的なものとはなっていないと?えられる。
Coelli& Perelman(1996）は，技術的非効率性の指標（γ）が０になった
り，１になったりする異常を報告しており，その原因を，標本（鉄道会社）
の規模の格差が顕著であることと，トランスログ関数の利用に帰している。
他方，コブダグラス関数を用いたWhiteman (1999）でも同様の異常が報
告されている。そこでは例えば投入志向距離関数の技術的非効率性指標（γ）
が１となり，技術的理由によらない確率的誤差がゼロとなるという極端な結
果が出ている。Whiteman(1999）はこれらの理由から，DEAや COLSのよ
うな簡単な手法の方が確率フロンティアのような複雑な手法よりも優れてい
ると主張している。
Coelli& Perelman(1999）も，パラメトリック線型計画法，COLS，DEA
の三つの手法を試した上で，これらの手法がほぼ変わらない結果を報告する
ものであることを確認したが，簡易さの点で COLSが最も推奨できるとして
いる。
以上の議論から，本論文では多くの論文のように確率フロンティアモデル
を用いた分析は展開せず，COLSを用いて距離関数のモデル化を図ることと
する??。
４?４ COLSによる距離関数のモデル化
本論文では，距離関数を実際に定式化する際には，産出志向のモデルでは
なく，投入志向のモデルを採用しているため，投入物の一つを従属変数に出
すことになる。
本論文では産出物に延人キロ（??），走行キロ（??），そしてその両方（??と
＊９ 実際，試しに本論文で用いた COLSの設定に近い形で（有形固定資産??を用いて）
SFAを企てると，非効率性要因の存在に対する帰無仮説（σ?＝0）が棄却されないとい
う結果が出ている。確率フロンティアの場合，LRテストが，γ?＝ν＝σ?＝0の検定に
用いられる。Kodde& Palm (1986）による５％有意水準での臨界値は，半分正規の
場合制約１であるから，2.706となるが，３つのモデルの LR値はすべてこれを下回っ
ていた。この他，SFAについては説明変数が誤差項と相関するという「内生化」問題
が指摘される場合があるが，Coelli(2000）はコブダグラス関数とトランスログ関数の
場合はこれが生じないと反論している。
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??）を試している。投入物は，有形固定資産（??），職員数（??），その他投入
物（??）であった。
以上から，修正最小二乗法について，産出物が??の場合，??の場合，??お
よび??のそれぞれの場合に以下の定式化を利用することになる。
－????＝β?＋∑?＝1,2,3;?≠?β??????/????＋φ????－??
－????＝β?＋∑?＝1,2,3;?≠?β??????/????＋φ????－??
－????＝β?＋∑?＝1,2,3;?≠?β??????/????＋∑???φ?????－??
?＝?，?，?
?
ここで投入物として従属変数に出すのは，有形固定資産（??），職員数
（??），その他投入物（??）のいずれでもありうる。そのいずれをとっても，結
果としての効率性スコアは，わずかな計算誤差を除き同じになる（COLSの
場合でも確率フロンティアの場合でもこの点は同様である）。
４?５ COLSの推計結果
以下ではまずそれぞれの目的関数に応じた，パラメーター推計について示
す。パラメーター推計の方は，従属変数に何をとるかによって異なってくる
が，ここではそのうちの一つ，従属変数＝有形固定資産（??）（の対数のマイ
ナス）の例のみを示す。
OLSの係数は，定数項を除き，大半が有意となっている。ただし??????
モデルの，??/??の係数が有意でない。しかし COLSの場合はあまり確率的モ
デルの意味はなく，DEAの代わりに非線形の包絡線（面）を用いたベンチマー
キングを行う意味合いの方が強いので，これらの係数に強い意味があると解
釈することはできない。ただし??はおおむね0.9以上で高い数値となってい
る。係数の符号も，投入物間に代替関係があれば，負の関係となり，従属変
数が負で定義されるから，係数としては正となると予想される。投入･産出の
間の正の関係を?慮に入れると，負で定義される従属変数に対して，（産出を
示す）独立変数の符号は負になると予想される。これらも予想通りとなって
いる。
以上の COLSの分析によって効率性評価スコアも導かれる。すべて投入志
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向モデルであり，産出物は，延人キロ，走行キロ，延人キロと走行キロの３
通りが試されている。まず，それぞれのモデルの記述統計量を示す。
概して，延人キロのみを用いるモデルのスコアは低く，走行キロを含むモ
標準偏差
最小値
最大値
平?値
.1613
.0614
1
.3292
.1421
.2713
1
.5712
.1476
.3277
1
.5988
???????＋????????????????統計量
表５ COLS効率性スコアの記述統計
表６ 大都市・都市・町村（及びその事業組合）の COLSスコア平?値
平?値 ??????? ??????? ???????＋??
.5434
.6140
.6096
.5076
.5884
.5842
.2736
.3145
.4081
大都市
都市
町村等
注：（ ）内は標準誤差を示している。
OLSはすべて修正前の数値であり，COLSはOLSの定数項に最大の残差を加えて修正
したものである。
??????＋??????????????
1.2639.87573.4052
（.8836)（.9000)（1.7760)
.5404.58961.2202
1.80431.46534.6254
.7520.7288.9403
（.1060)（.1098)（.2154)
.2209.2223.2151
（.0812)（.0845)（.1668)
－.1347－.8429
（.0638)（.0356)
（.0743)（.0210)
－.8576－1.0086
.9882.9869.9490??
??
??
??/??
??/??
修正後の定数項
最大の残差
定数項
表４ COLSによるパラメーター推計（従属変数：??（の対数値のマイナス）)
変数（対数)
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デルの方がスコアが高くなる。ばらつきも標準偏差で見る限り，走行キロを
含むモデルの方が，含まないモデルよりも小さくなる。走行キロを含むモデ
ルは，どの事業体もおおむね効率的と認める傾向が強まることが読み取れる。
複数生産物になると，ばらつきは延人キロモデルよりはかなり小さくなるが，
走行キロモデルよりわずかに大きくなっている。
スコアの規模との関係についてであるが，延人キロのみによるモデルの場
合，明らかに大都市から都市，町村へと規模が小さくなるにつれスコアが高
くなる傾向にある。しかし走行キロを含むモデルでは，このような偏りがはっ
きりとは見えなくなっている。これらのモデルでは，大都市が一番低いスコ
アを示しており，町村がそれより高いスコアを示し，都市が最も高いスコア
を示している（VRSでは都市が最も低かったが，これとは逆になる）。しかし
走行キロを含むモデルでは３つのレベルの差は必ずしも大きなものではない。
ここでも延人キロモデルの，規模に応じた変化が，それ以外のモデルよりも
大きくなる傾向が確認できる。
４?６ 異なる効率性スコアの間の相関
次に，それぞれのスコアの間での相関についてみていく。ここでは COLS
のスコアの間の相関だけでなく，DEAの各モデルのスコアの間の相関も含
む，全モデルの相互の相関を示している。表１と表５とを比較すればわかる
とおり，COLSのスコアの平?値は，DEAのそれより軒並み低い。ここで
は，評価の絶対値が影響を与えないように，順位の相関係数を見ることとす
る。
まず，目的関数が共通する３つの組み合わせ（CRS・VRS・COLS）につ
いて見てみると，おおむね高い相関を示しているとはいえる。最低の相関係
数は????と?????の0.3884であり，最高は????と?????の0.8432と
なっている。また，相関係数の高さから見て，一貫して COLSに近いのは，
VRSより CRSである。
しかし目的関数が一致するものよりも，目的関数が異なるがモデルが一致
する組み合わせの中にしばしば高い相関が見られる。このような組み合わせ
の中で最も高い相関を示しているのが?????と?????の0.9291である。
複数生産物を含む地方公営交通事業の評価
― ―41
概して走行キロのみのモデルと走行キロと延人キロによるモデルの相関は高
く，モデルが共通するものの組み合わせの中で相関が最低のものでも，???
同士の組みあわせである0.7048と，かなり高い数字を出している。同じこと
は延人キロモデルと，延人キロ・走行キロモデルの間でも一定は成り立つが，
???や???で0.6858，0.7613といった相対的に高い数字を出しているのに
対し，????では0.4455となっており，COLSに関しては走行キロの影響が
より強く出る傾向が出ている。
延人キロのみのモデルと走行キロのみのモデルの間の相関は概して低い。
モデルが共通する組み合わせにおいては，.2084（COLS）から.3379（VRS）
の間となっている。モデルが異なる場合，最高でも????と?????の0.2461
であり，２つの組み合わせではマイナスとなっている。????と????の
－0.0143，????と?????の－0.0324がそれである。
以上，効率性スコアの大きな趨勢は，目的関数が異なればスコアが大きく
異なる傾向があること，しかし同時に目的関数が異なってもモデルが共通す
れば高い相関を示す場合があることである。COLSはVRSより CRSに近
い。延人キロモデルと走行キロモデルの間の相関は低いが，延人キロのみの
モデルと延人キロ・走行キロモデル，走行キロのみのモデルと延人キロ・走
行キロモデルの間の相関は高い。しかし COLSの場合はやや延人キロより走
行キロに傾斜したスコアを出している傾向が見られることである。
COLSと DEAや確率フロンティアの間の違いは，前者が生産関数の形状
を特定化していないのに対し，後者がしていることである。他方，DEAは外
1.000.4159.5277.9291.4822.7391.4455.1293.4381?????
1.000.5807.3762.7190.3824.3222.7613.5330????
1.000.5517.4618.7048.3483.3410.6858????
1.000.5620.8432.2084－.0324.2461?????
1.000.5851.0542.3379.2114????
1.000.1875－.0143.2353????
1.000.3884.5301?????
1.000.6456????
1.000????
???????????????????????????????????????
表７ DEA（CRS・VRS）と COLSの効率性スコア順位についての相関係数
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れ値の影響を受けやすいが，これは COLSにしても同じことである。SFAは
この問題を免れるが，必ずしも分析は成功せず，適用可能なケースは普遍的
でなく限られている（COLSはそのような制約を持たない）。DEAはまた，
事業体ごとに異なる生産関数を想定するが，COLSや SFAは標本から推計
した唯一の生産関数を全標本に当てはめる形となる。コブダグラス関数を用
いていれば，限界代替率一定であり，その意味でも画一的なパラメーターを
当てはめる性質を持っている。これらの理論的背景が DEAと COLSの効率
性スコアの相違を一応は説明している。
次節では，以上のような特徴を示すそれぞれの効率性スコアに対して，要
因分析を試みる。
５ 効率性の要因分析
DEAや確率フロンティアなどの効率性分析においては，しばしば効率性指
標に影響を与える要因の分析が並行して行われてきた。都市交通事業などの
先行研究では，効率性指標が多く１に張り付いてしまうことを?慮して，トー
ビット・モデルによる分析が行われてきた。最近では，DEAによる効率値
は，インプット・アウトプットの単位のとり方に影響を受けるということか
ら，順序プロビットモデルを使うことも多くなってきた（宮良・福重
（2002））。本論文では，しかしながら現在でもトービットモデルが使われ続け
ているということから，トービットモデルによる要因分析の伝統に従って分
析を進めることとする。本論文のケースは最大効率事業体の数が非常に多い
ため，順位の設定が難しく，その意味でも順序プロビットモデルを避け，トー
ビットモデルを用いた次第である。
５?１ トービットモデル
トービットモデルは1956年に，トービン（James Tobin）により，負の値
をとることができない耐久消費財のモデル化の手段としてはじめて導入され
た（Tobin(1956)）。トービットモデルが分析対象としているのは，計量分析
で，いわゆる「検閲」（censoring）と呼ばれている現象の一つに数えられるも
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のである???。すなわち，ある閾値を上回るか，下回るかする分布の領域は隠
されてしまい，その閾値が回答となる。したがって，平?値を頂点に末広が
りに，無限に広がっていく正規分布に対して，ある垂直線で切断しそれを上
回るか下回る部分は削除する形となるため，分布も正規分布ではなく「切断
正規」（truncated normal）分布となる。そのため，正規分布を前提とする最
小二乗法を使うことはできない。閾値で仕切られた切断正規分布を持つ関数を
仮定し，これを最尤法で推計することになる。これがトービットモデルである。
本論文で効率性スコアは１以下に制限されているので，閾値としては１を
採用することになる。目的変数を??，独立変数ベクトルを??，係数ベクトル
をβ?，誤差項を??で表すと，本論文で用いるトービットモデルは以下のよう
に定式化できる。
??＝??β?＋??，
??＝
1， ? ???1，
??，? ??＜1．
?
?
?
?
５?２ 本論文におけるモデル化とデータ
このトービットモデルの，本論文における具体的なモデル化は，従属変数
を“efficiency”とすると，以下のような定式化となる。
?????????＝β?＋β???????＋β?????＋β???????＋β?????
＋β????＋β??????????＋β???2＋β???3
＋β?????19＋β?????60＋β?????????＋??
?
ここでβ?は定数項，lnincomeは一人当たり所得の対数値，lnpopは人口の
対数値，lndensiは人口密度の対数値，speedは平?時速（乗合バス），tourは
貸切バス事業ダミー，dependenceは前年度財政依存度，emp2と emp3は第
２次（第３次）産業就業者比率，under19と over60は19歳以下人口比率と60
＊10 データの分布が元来持っている性質である以上，検閲（censoring）と言うよりは，
Wooldridgeの言うように，端点解（corner solution）と呼ぶのが正しいと思われる
が，「被検閲回帰」（censored regression）の表現が普及している（Wooldridge
(2002)）。
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歳以上人口比率，commutersは定期比率（乗合バス輸送人員における）であ
る。誤差項は??で表され，以上のモデルが最尤法で推計されることになる。
データは，まず平?時速，貸切バスダミー，前年度財政依存度について『地
方公営企業年鑑』を利用している。前年度財政依存度は総収益に対する財政
移転の割合として定義され，財政移転については，営業収益における「運送
収益の料金収入繰入金」，営業外収益における「国庫補助金」，「都道府県補助
金」，「他会計補助金」，「他会計負担金」の合計，および特別収益における「他会
計繰入金」を合計したものである。所得については『市町村税課税状況等の調べ』
（総務省：平成13年度）による。その他は国勢調査（平成12年）データである。
分析の手順としては，まず係数の符号を確認し，次に統計的に有意な係数
の存在を確認していく。その前に，それぞれの係数を採用した理由と，予想
される符号に関して示すと，以下のようになる。
まず，一人当たり所得の対数値は機会費用を表す変数として採用している。
所得が高ければ自家用車やタクシーの利用が増え，移動時間のかかるバスは
利用しないとすれば，効率性に対し負の効果を持ちうる。人口の対数値は，
人口規模が大きければ効率的運行が可能となり，人口密度の対数値では効率
のよい路線設定が可能になることから，どちらも効率性にはプラスに働くた
め，正の係数を持ちうる。しかしナショナルミニマムの観点から人口や人口密度
の少ないところでかえって路線設定がされるならば，その効果は逆になりうる
（延人キロの場合は正，走行キロの場合は負の係数ということもありえよう）。
平?速度が低い場合は渋滞を理由とすると?えられ，バス事業体の効率化
努力を阻害する典型的な外部要因であり，平?速度（の高さ）は正の係数を
持ちうる。貸切バス事業ダミーは貸切バス事業を行っている場合は１，そう
でない場合は０となり，乗合バス事業と並行して行うことで範囲の経済性の
点から効率化するのであれば，正の係数をもちうる。貸切事業がもはや社会
的役割を終え，非効率要因となっているとすれば負の係数を取るだろう。財
政依存度はいわゆる「ソフトな予算制約」をもたらすものとして非効率性の
要因と疑われており，もしそうならば負の係数を持ちうる。
第２次，第３次産業就業者比率は地域の産業構造が都市的なものであれば
効率化するとの視点で利用しており，そうだとすれば正の係数を持ちうる。
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19歳以下人口比率と60歳以上人口比率はバスをよく利用する年齢層を示し，
効率化にプラスであり正の係数を持ちうると?えられる。定期比率は，乗合
バス輸送人員における定期利用者の比率であり，安定的顧客の確保が効率化
につながるならば，正の係数を持ちうる。
５?３ 分析結果（フルモデル）
以上のような予想の下で，まず以下に示す表８・表９を通じて，DEAと
COLSの推計結果を見ながら，符号予測の確認を行う。
表８ トービットモデル
変数
注：( ）内は標準誤差。???は１％有意。??は５％有意。?は10％有意。
定数項
lnincome
 
lnpop
 
lndensi
 
speed
 
tour
 
dependence
 
emp2
emp3
under19
over60
commuters
 
sigma
 
LL
 
BIC 17.9146 27.0683 －11.9598 －1.2135 15.5892 －18.1380
4.9254 －4.228 34.7998 24.0534 7.2508 40.8780
.2051 .2130 .1071 .1160 .1338 .0927
（.0026) （.0041)?? （.0013)?? （.0015)（.0019)??? （.0011)
.0011 .0104 .0030 .0015 .0066 .0008
（.0073)（.0143)???（.0034)??? （.0046) （.0059) （.0029)
.0105 .0471 .0107 .0037 .0044 －.0008
（.0164)?? （.0286)? （.0072) （.0097) （.0130) （.0062)
.0348 .0495 .0120 －.0039 .0183 .0047
（.0085)?? （.0175)??（.0031)??? （.0052) （.0068) （.0026)
－.0221 －.0412 －.0114 －.0008 －.0005 －.0004
（.0076)? （.0144)? （.0029) （.0047)? （.0058)??（.0024)???
－.0137 －.0251 －.0047 －.0090 －.0131 －.0072
（.0031)?? （.0039)?? （.0015) （.0018) （.0023) （.0013)
－.0073 －.0088 －.0011 .0013 .0036 .0004
（－.0995) （.1235)? （.0507) （.0563)?? （.0710) （.0440)?
－.0322 －.2362 .0690 .1155 －.0156 .0815
（.0124)（.0168)??? （.0062)?（.0076)??? （.0093)（.0054)???
－.0164 －.0471 －.0112 .0249 .0130 .0174
（.0786) （.1001) （.0405)（.0441)??? （.0549) （.0351)?
.0401 －.0130 .0428 .1242 .0575 .0708
（.0311) （.0494)? （.0152) （.0183) （.0245) （.0131)
.0444 .0894 .0103 .0205 .0181 .0163
（.2087) （.2374) （.1077) （.1176) （.1404) （.0933)
－.1220 －.0154 －.0640 －.0568 －.2018 －.0890
（2.8189) （3.1649) （1.439) （1.5833) （1.8837) （1.2481)
3.4195 2.4328 1.694 1.1870 3.0165 1.5588
???? ???? ????? ???? ???? ?????
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まず，モデルをまたがって同じ符号を持つ係数は，人口（正），第２次産業
従業者比率（負），第３次産業従業者比率（負）である。人口の大きさが効率
化によい影響を与えることは予想通りであるが，第２次，第３次産業従業者
の比率が効率性スコアを下げる効果を持つ点が意外である。しかしこれは農
業的地域の中で，効率性が極めて高い事業体があることと関連があると思わ
れる。中島町，沖永良部バス企業団などがその典型である。実際，試みに独
立変数に，第２次，第３次産業従業者比率の代わりに，第１次産業従業者比
率を入れると一貫して正の係数が得られる。
表９ トービットモデル（続き)
変数
注：( )内は標準誤差。???は１％有意。??は５％有意。?は10％有意。
定数項
lnincome
 
lnpop
 
lndensi
 
speed
 
tour
 
dependence
 
emp2
 
emp3
 
under19
over60
commuters
 
sigma
 
LL
 
BIC 10.5370 16.5905 －16.2919
12.3029 6.2495 39.1319
.1456 .1139 .0971
（.0020)（.0037)??? （.0012)
－.0007 .0115 .0014
（.0064)（.0092)??? （.0030)
.0047 .0324 .0016
（.0155)（.0209)??? （.0065)
.0152 .0632 .0059
（.0093) （.0128)?? （.0028)
－.0116 －.0345 －.0035
（.0081)??（.0100)??? （.0026)??
－.0157 －.0357 －.0067
（.0023) （.0028) （.0014)
－.0036 －.0025 －.0003
（.0730) （.0782) （.0461)?
.0112 －.1125 .0905
（.0100) （.0107)?? （.0056)??
.0106 －.0251 .0131
（.0574) （.0618) （.0367)?
.0642 .0350 .0714
（.0255) （.0329) （.0137)?
.0066 .0200 .0252
（.1499) （.1325) （.0978)
－.0473 .0637 －.1190
（2.0618) （0.1905) （1.3086)
2.2676 1.5917 2.0649
???? ???? ?????
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一つのモデルを除いて同じ符号を持つ係数は，所得（負），人口密度
（正），19歳以下人口比率（正），60歳以上人口比率（正），定期比率（正）で
ある。所得が負の符号を持つのは意外であるが，公共サービスとしてのバス
の必要性が，低所得地域ほど高まるという解釈を下すことは可能である。そ
れ以外はすべて予想通りの符号が結果として出ているといえる。
これらの他は，符号のばらつきが目立つ貸切ダミーを除くと，モデルや被
説明変数の取り方によって符号の傾向を変えるものである。
平?速度は延人キロモデルではマイナス，走行キロモデルではプラスに
なっており，延人キロ・走行キロモデルでは，????を除き，プラスになっ
ている。予想では正の係数を取りうるはずだが，客を多く乗せて走るために
は多くの停留所で停車する必要があるとか，乗客の多い場所では同時に渋滞
も多いなどの理由で，延人キロモデルにおける平?速度の係数が負になって
いるものと思われる。
財政依存度は非効率要因といわれるが，目的関数によって符号がまったく
変わってきている（その違いは生産関数の違いにはあまり依存しない）。延人
キロモデルでは係数がマイナス，走行キロモデルでは係数がプラス，延人キ
ロ・走行キロモデルでは係数がマイナス（おそらく延人キロモデルの影響を
強く受けている）と，明確な分かれ方をしている。この点は，走行キロモデ
ルがある種の公共性を踏まえた効率性評価を行っていることを前提とすると，
その制約の下では補助金がむしろ効率化に寄与する役割を果たすと解釈され
る。しかし係数は同時に延人キロモデルにおける非効率化効果も示しており，
補助金の存在が非効率性をもたらすという，いわゆる「ソフトな予算制約」
論を支持するものとなっている。延人キロ・走行キロモデルでも，延人キロ
モデルと同じ符号を示しており，「総合評価」としてのソフトな予算制約論を
正当化しているようにも見える。
しかしながらこれらの評価は係数の大きさも?慮に入れて評価を下す必要
がある。ソフトな予算制約論を支持する補助金の効果は，しかしながら係数
の大きさの点から見るときわめて小さいものである。絶対値として最も大き
な効果を持つ????モデルでも，１％の財政依存度上昇が，効率性スコアを
マイナス0.0088引き下げるという規模である。?????の場合は１％の財政
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依存度上昇が0.0003だけスコアを引き下げるというものであり，きわめてわ
ずかな変化となっている。
係数の大きさが小さいのは，おおよそすべての独立変数に関して当てはま
る。係数の絶対値が0.1を超えるのは，所得（３モデル），人口密度（１モデ
ル），貸切ダミー（３モデル）に限られている。
５?４ 逆ミルズ比等
なお，最小二乗法と異なり，最尤法を用いるトービットモデルの係数をそ
のまま限界効果を表すものと見ることはできない。トービットモデルが通常
の，非負の値をとるモデルである場合の限界効果は，以下のような定式化か
ら求められねばならない（Wooldridge(2002)）。
・期待値に対する無条件の限界効果
δ?????
δ?? ＝β?Φ
?β
σ ＝β???? ?????
?
???
?
?
・期待値に対する条件付きの??＞0?限界効果
δ????＞0,??
δ?? ＝β?1－λ
?β
σ
?β
σ＋λ
?β
σ ＝β?̃??? ????????
?
?
?
???
?
?
?
???
?
???
?
?
?
?
?
?
ここで，Φ?
・
）は標準正規分布の累積分布関数である。λ?
・
?は逆ミルズ比
であり，標準正規分布の密度関数であるφ?
・
?を，Φ?
・
?で割ったものであ
る。したがって通常のトービットモデル???0?の場合，無条件の限界効果に
は，係数に????を掛けねばならず，条件付限界効果の場合は ?̃???を掛け
ねばならない。本論文のトービットモデルでは??1の制約がついているた
め，無条件限界効果の場合は??1－??，条件付き限界効果の場合は ?̃?1－??
を掛け合わせなければならない。
その結果は，表10に示したとおりである。COLSの場合はほとんど変わら
ず，乗数は無条件期待の場合も条件付き期待の場合も99％を上回る。CRSの
場合はやや小さくなり，無条件期待が99％（走行キロモデル）から88％（延
人キロ・走行キロモデル），条件付き期待の場合が95％（走行キロモデル）か
ら68％（延人キロ・走行キロモデル）となる。VRSの場合は，延人キロ・走
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行キロモデルが最も低く無条件期待（条件付き期待）が15％（19％），走行キ
ロモデルが最も高く70％（49）％となる。このように，モデルによってはかな
り係数よりは小さな限界効果となるが，多くはあまり大きくは変わらない。
そして，全体として限界効果が大きくないことに変わりはない（この後の変
数選択後のモデルにおける限界効果についても同じ傾向が当てはまる）。
５?５ 分析結果（変数選択後）
次に，尤度比検定により変数選択を行い，残った係数について検討する（表
11・表12）。
変数選択後に残る係数は，多くは変数選択前に有意であった係数であり，符号
は変わらず，大きさもほぼ変わっていない。なお，限界効果については，表10に
見られるとおり，変数選択前の分析について述べたことがおおよそ当てはまる
（????だけが突出して低いが，それ以外はほぼ同じか，半分程度である）。
以下，変数選択後の異なるモデルの間の比較を示す。変数選択後の延人キ
ロモデルでは，各モデル間の相違が目立つ。????で残る変数は財政依存度の
みである。財政依存度は????でも変数として残るが，それ以外では，走行
キロモデルや延人キロ・走行キロモデルでも残らない。財政依存度の符号は
マイナスであり，目的関数が延人キロである場合に限って，（DEAにおいて
も)????ソフトな予算制約」の現象が明確になっていると解釈できる。????
には他に，速度，60歳以上人口，定期比率などが残っている。?????では第
３次産業雇用者比率や，19歳以下人口，60歳以上人口，定期比率が変数とし
て残っている。概してこれらは都市構造を表す指標だと言える。
.996.245.655.999.476.911.999.423.738F̃?1－??
.999.259.861.999.678.984.999.601.915F?1－??
???????????????????????????????????????変数選択後
.999.198.681.999.499.953.999.378.781F̃?1－??
.999.157.880.999.707.993.999.527.937F?1－??
???????????????????????????????????????変数選択前
表10 限界効果を求めるための乗数：無条件乗数 F?1－??と条件付き乗数 F̃?1－??
??＜1?（小数点第４位以下切り捨て)
＊11 ?ソフトな予算制約」論は SFAを用いて論じられることが多い。
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走行キロモデルでは，????と?????との傾向が近く，人口密度，速度，
貸切ダミーの３つが残っている。人口密度と速度には一定の関連があると思
われる。????は所得と定期比率が残っているが，全体を一言で説明できるよ
うな傾向を示していない。
延人キロ・走行キロモデルでは，相互に共通する傾向は見出せないが，CRS
やVRSでは，産業構造や人口構造を示す指標が残り，COLSでは人口密度，
速度などが残っている。
３つの目的関数を通じて，COLSとVRSでは共通性が低い。CRSは延人
キロモデルではVRSに近く，走行キロモデルでは COLSに近い。延人キロ・
走行キロモデルでは，これらの傾向を総合したものとなっている。
表11 トービットモデル（変数選択後)
変数
注：（ ）内は標準誤差。???は１％有意。??は５％有意。?は10％有意。
定数項
lnincome
 
lndensi
 
speed
 
tour
 
dependence
 
emp2
 
emp3
 
under19
over60
commuters
 
sigma
 
LL
 
BIC 6.9805 19.9543 －18.3842 －9.2592 6.7467 －25.7957
－3.1739 －10.4376 27.9008 16.8725 －1.0367 33.4090
.2368 .2538 .1239 .1365 .1658 .1096
（.0031)???（.0009)?? （.0014)??
.0077 .0018 .0035
（.0094)???（.0028)?
.0285 .0048
（.0056)?
.0096
（.0023)???
－.0080
（.0023)???（.0035)???
－.0086 －.0097
（.0527)?? （.0417)??
.1076 .1094
（.0121)?? （.0044)??? （.0032)???
－.0256 .0247 .0150
（.0378)?? （.0300)??
.1018 .0703
（.1146)??
－.2695
（.0860)???（.2065)???（.2099)?? （.1250)???（1.6146)???（.0973)???
.9690 .7905 .5153 .4015 4.6292 .3712
???? ???? ????? ???? ???? ?????
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６ 効率性分析の結果と価値前提の問題
政策評価における効率性は，最小資源によって最大の成果を上げているか
どうかを問うものである。しかし公共政策における効率性は，成果の定義が
変われば，中身は大きく変わるものである。特に公共政策上の成果は営利事
業と異なり，コストや収益に直接貢献しないものとして設定されることが許
容されうる。収益の向上につながる生産物の定義を，必ずしもつながらない
ものに変換すれば，効率性のスコアも変わってくる。当初，技術的効率性中
心に分析が進められてきた効率性評価（Tone&Sawada(1990)，宮嶋（1984））
も，近年では費用，収益を重視したり（宮良・福重（2002）），コスト効率性
（山下（2003））を問題にしたり，財務的評価の傾向を強めつつあった。本論
文では，経済分析が財務分析を超えた，非営利の現象を含んだ上で効率性評
価を行いうる点に注目し，あえて技術的効率性の伝統に回帰している。
?????????????
.7126.38571.6860
（.1079)???（.2739)??（.2816)???
.0914
（.0309)???
.0146
（.0033)???
－.0066－.0115－.0098
（.0022)???（.0040)???（.0041)??
－.0092
（.0032)???
.0175
（.0084)??
.0147
（.0053)???
.0099
（.0034)???
.1141.1455.1709
31.8559－.36034.7936
－24.24269.8769.9163BIC
 
LL
 
sigma
 
commuters
 
over60
under19
emp3
 
emp2
 
speed
 
lndensi
定数項
注：（ ）内は標準誤差。???は１％有意。??は５％有意。?は10％
有意。
変数
表12 トービットモデル（続き）（変数選択後)
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６?１ 分析プロセスと結果の概要
本論文では，経営収益につながりうる，延人キロという指標を設定した他，
これに必ずしもつながらない走行キロという成果も採用し，前者から後者に
生産物の定義を変えるとどのようにスコアが変わるかを確認した。さらには
両方の生産物を採用した複数生産物のケースにおいて結果がどのようになる
かも観察を行った。複数生産物を含む効率性評価が行いうる点が DEAの大
きな意義だと?えたからである。同時に距離関数を用いて複数生産物の分析
を COLSを通じて行い，ノンパラメトリックなアプローチとパラメトリック
なアプローチの比較を行った。生産関数の形状（DEAの CRSとVRS）に関
しても複数のアプローチを試した。
分析の結果として，アプローチの違いによって効率性評価が大きく異なっ
ていくことを確認した。効率性評価は延人キロモデル，走行キロモデル，延
人キロ・走行キロモデルの順に多くの事業体をまんべんなく効率的とみなす
ようになる傾向がある。CRSはVRSより厳しい評価を下す傾向がある。全
般的に言って，COLSはVRSとはかなり異なる傾向の評価を行っている。
CRSの評価は，目的関数によって，VRSに近い場合と，COLSに近い評価を
示す場合がある。
以上の傾向を見れば，DEAの CRS，VRSと COLSの間の選択は，単にパ
ラメトリック，ノンパラメトリックという手法の違いにとどまらず，生産関
数の形状に関する特定の仮定の採用を意味する重要な選択にかかわっている
といえる。仮にVRSの方がより正確な効率性評価となっているとすれば，
CRSのみならず，COLSの選択も望ましいものとはならない???。
逆に COLSを採用するとすれば，（規模に関する経済性の影響を控除した）
VRSのような生産関数を選択しない（そのような生産関数が妥当でない）理
由を明確にする必要があるといえる。VRSより，CRSや COLSが，効率性
＊12 効率性分析に SFAが使われる場合も多いが，同様の観点から疑問を付しうる。もち
ろん SFAでは効率性分析＋トービットモデルという２段階分析でなく，非効率誤差
項にそのまま要因分析を組み込んだ１段階分析が可能であり（例えば，Frontier 4.1
(Coelli)によって可能である），その方が一方で誤差項の独立性を仮定しながら，その
後でこれを要因分析するという矛盾を回避できる。しかしその場合でも生産関数に関
して特定の仮定を設けているという問題は残る。
複数生産物を含む地方公営交通事業の評価
― ―53
評価の上でより厳しいスコアを与える傾向があることを?慮に入れると，そ
れぞれの選択は決して価値中立的なものではなく，一定の?立場?の表明であ
ると解釈することができる。COLSでも DEA同様，複数生産物の取り扱いは
可能であるが，以上の点を?慮に入れた上でモデルの選択は行われなければ
ならないだろう。
本論文ではまた，以上の効率性評価を踏まえた上で，効率性に影響を与え
る要因についても分析を行った。係数の符号は大半予想通りであるが，いく
つか予想と異なる点もあった。農業的（第１次産業比率の高い）地域の方が
バス事業の効率性が高い（そのような地域にバス事業の必要性があると読み
取れる）。概して所得の低い地域ほど効率性が高くなっており，そのような地
域における公共サービスとしてのバス事業の必要性を示している。平?速度
（の高さ）は客を集めることが重要な延人キロモデルでは非効率要因となって
いる。これらの傾向は，このように，一応の説明が可能なものではある。
他方で変数選択後の要因分析では，モデル間の違いの中に一貫したパター
ンを見出すことは難しい。それでも，?????のように，第３次産業雇用者比
率，19歳以下・60歳以上人口比率など産業・人口構造の影響を強く受けたパ
ターンや，????，?????のように，人口密度，平?速度，乗合ダミーなど
都市の過密・過疎の影響を受けたパターンなどが目立つ。他方，最近よく議
論される，補助金の非効率化効果については，本論文の分析では，延人キロ
モデルについてのみ確認できており，非営利的要因を含む分析では，（変数選
択前の分析では符号が逆になるが）少なくとも統計的に有意ではないという
結果が出ている。
したがって財政学で近年よく取りざたされる「ソフトな予算制約」の問題
については，本論文では，収益につながる生産物を定義した場合にのみ成り
立ち，公共性を意識した生産物についての効率性評価については成り立たな
いということになろう。
６?２ 結果の解釈と価値前提の問題
以上が本論文の分析から読み取れる傾向である。しかしながら，その統計
的な含意の解釈においては一定の留保が必要である。まず本論文は標本数の
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少なさの点で一定の限界をもっている。（標本数の多い）水道事業の場合のよ
うな，強い統計的説明力は期待できない。しかしながら，電力や電話などの
事業体の国際比較の例に見られるとおり，限られた標本数での分析はよく見
られるものであり，その点で本論文における標本選択も許容範囲内にあると
?えられる（解釈に慎重さを期すべきことはそれでも変わらない）。
また，要因分析の係数の絶対値は小さいものであり，「因果連関」をめぐっ
て強い主張を行うことはできない。統計的に有意な係数は限られている。も
ちろん統計的な関係が見られる場合でも，それがそのまま「因果連関」を意
味するのではなく，批判的な検討を必要とする。それは２つの現象が同時に
生じていることを意味するのみである。第１次産業比率の高いところで効率
性が高いとしても，農業生産が交通事業を効率化するわけではなく，離島や
山間部など，民間事業が進出しがたいところに公営交通事業が必要とされて
いることを示すのみである。
本論文で複数生産物を用いていることの意義は，それが平?のスコアを高
め，ばらつきを小さくし，およそどの事業体にも効率であるとする評価を下
す傾向を示したことである。しかし複数生産物は要因分析の際には傾向をよ
りあいまいなものとする様子も見られた（CRS，VRS，COLSのどれにもあ
てはまる。ただし，複数生産物の場合，特にどの生産物の影響を受けるかは
モデルによって異なる。）。したがって公正な評価を目指すことと，要因分析
を重視することで，望ましいモデルの設定が異なってくると言える。
複数生産物にこだわることは複数の目的を両立させることを重視すること
である。DEAや COLSなどを経済分析と見て，生産関数のモデル化と?える
こともできるが，同時に複数目的の両立を目指してきたMCA(Multi Criter-
ia Analysis)やAHP(Analytic Hierarchy Process)などの意思決定支援の
諸手法の伝統の中で位置づけることも可能である。近年では DEAも多基準
分析の一手法として位置づける動きが出てきている（Ramanathan (2003),
pp.109-110,Stewart (1996)）。
本論文では DEAと，距離関数概念を用いたパラメトリック分析によって，
複数生産物を含む，異なる生産物の間での，効率性評価の相違に焦点を当て
て分析を進めた。そこでは目的関数の違いと生産関数の形状の選択によって
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効率性が大きく変わることを確認した。したがって特定事業体が効率的であ
るとか，あるいは効率的でないとかいう際に，それがどのような意味で言わ
れているのかを明確にすることが重要である。目的関数やモデルの選択にお
いては，一定の価値判断が働いている。公的意思決定に経済分析を活用する
際には，そのような価値前提を隠蔽することなく表に出して議論を行うので
なければ，公正な意思決定過程とは言いがたい。
数量分析は社会の効率化に貢献しうるものだが，これまで特定の利害や権
力を正当化するために利用されてきたとする批判的視点も存在する。しかし
問題視されるべきは数量分析それ自体ではなく，その使われ方である。モデ
ルの諸前提を明示することによって，われわれは透明性の高い公的意思決定
過程のために必要な数量分析のあり方を提案することもできるのである。
付記：本論文は九州大学経済学府時永祥三教授の指導を受けながら作成し
たものである。ここに感謝の意を表したい。ただし本論文において表明され
た見解は筆者自身のものであり，論文中に含まれうる誤りについてもまた一
切筆者がその責を負うことは言うまでもない。
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